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水資源・森林等に係る土地取得抑制のための条例制定状況 

 
（１）北海道 

条例の名称 北海道水資源の保全に関する条例 

施行日 H24.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地に関する権利を有している者は、当該土地に関する権利の移転又は設定をする契約を締結

しようとする場合には、当該土地売買等の契約を締結する日の３ヵ月前までに、知事への届出が必

要。（条例第 20 条 1 項） 

・届出者に対し、その土地の利用方法その他の事項に関し助言が可能（条例第 20 条 5 項） 

・水資源保全地域内の土地について、土地に関する権利を有している者又は有していた者に対

し、必要な報告・資料の提出の要求が可能。（条例第 21 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・水資源保全地域内の土地について、土地に関する所有権若しくは地上権その他の規則で定める

使用及び収益を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利を有している者が、当

該土地に関する権利の移転又は設定する契約（条例第 20 条 1 項） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（リーフレット） 

○売買○交換○営業譲渡○譲渡担保○代物弁済○現物出資 

○共有持分の譲渡○地上権・賃借権の設定・譲渡○予約完結権・買戻権等の譲渡 

○信託受益権の譲渡○地位譲渡○第三者のためにする契約 

※これらの取引の予約である場合を含みます。 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合、相当の期間を定めて、届出をすべきこと又は

その届出の内容を是正すべきことを勧告することが可能。（条例第 22 条） 

・勧告に従わない場合、その旨公表することが可能。（条例第 23 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例の 20 条～23 条は適用しない。(条例第 25 条） 

 

（２）秋田県 

条例の名称 秋田県水源森林地域の保全に関する条例 

施行日 H26.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地売買等の契約締結の 30 日前までに知事への届出が必要（条例第

10 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第 12 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な助言が可能（条

例第 13 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

水源森林地域内の土地の所有権又は地上権その他規則で定める使用及び収益を目的とする権

利を有する者が、当該土地の所有権等の移転又は設定をする契約（条例第 10 条 1 項） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合、届出者への勧告が可能（条例第 14 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告内容

を公表することが可能（条例第 15 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、第 10 条から 15 条までの規定は適用しない。(条例第 16 条） 

 
 



（３）山形県 

条例の名称 山形県水資源保全条例 

施行日 H25.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地に関する権利を有している者は、当該土地の所有権等を移転し、又は設定する契約締結の

2 カ月前までに知事への届出が必要（条例第 10 条） 

・届出のあった土地利用について、水資源の保全に支障のある恐れのある場合、指導が可能（条

例第 10 条 5 項） 

・土地の形質の変更又は地下水を採取するための設備の設置を行う予定のものは、、当該開発行

為の 2 カ月前までに知事への届出が必要（条例第 11 条） 

・開発届出者に対し、水資源の保全のために特に必要がある場合は、指導が可能（条例第 11 条 5

項） 

・届出者に対し、土地売買等の契約又は開発行為に関する事項について必要な報告又は資料提

出の要求や、当該土地への立入調査が可能(条例第 12 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・条例第 10 条第１項の規則で定める使用及び収益を目的とする権利は、賃借権、地上権、地役

権、質権及び使用貸借による権利とする。（規則第 5 条） 

・水資源保全地域（規則第 3 条） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、指導に従わなかった場合、必要な報告・資

料の未提出あるいは虚偽の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧

告と命令が可能（条例第 13 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨公表が可能。（条例

第 14 条） 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、指導に従わなかった場合、必要な報告・資

料の未提出あるいは虚偽の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、勧告の命令に

従わなかった場合、5 万円以下の過料（条例第 15 条） 

⑤その他 
・市町村の条例により、水資源の保全を図るための措置の適切な実施が確保されると知事が認める

ときは、当該市町村の区域においては、第 10 条から 15 条までの規定は適用しない(条例第 16 条） 

 

（４）新潟県 

条例の名称 新潟県水源地域の保全に関する条例 

施行日 H25.12.27 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地所有権等の移転又は設定をする契約締結日の 30 日前までに知事へ

の届出が必要（条例第 10 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第 12 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な指導または助言

が可能（条例第 13 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 
当該土地所有権等の移転又は設定をする契約（予約を含む）（条例第 10 条 1 項） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 14 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告内容

を公表することが可能（条例第 15 条） 

・届出をしていないあるいは虚偽の届け出をした場合は届出者に対して５万円以下の過料（条例第

16 条） 



（５）長野県 

条例の名称 長野県豊かな水資源の保全に関する条例 

施行日 H25.3.25 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地に関する権利を有している者は、当該土地に関する権利の移転又は設定の契約締結の３ヵ

月に知事への届出が必要(条例第 10 条） 

・契約相手が未定で契約の予定がない場合にも知事への届出は可能（条例第 16 条） 

・当該届出の概要をインターネットの利用その他の適切な方法により公表する（条例第 11 条） 

・届出のあった土地利用について、水資源の保全に支障のある恐れのある場合、助言が可能（条

例第 12 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第 13 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 
水資源保全地域土地売買等（所有権、地上権、賃貸権、その他の移転、設計）（規則様式第 2 号） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 14 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告の内容を

公表することが可能。（条例第 15 条） 

 
（６）山梨県 

条例の名称 山梨県地下水及び水源地域の保全に関する条例 

施行日 H24.12.4 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

【地下水】（条例第 2 章） 

・揚水機の吐出口の断面積が６平方センチメートルを超える揚水設備を設置しようとする者は、知事

に届出必要（条例第 8 条 1 項） 内容変更、完了、承継、廃止の場合も届出必要（条例第 11 条～

14 条） 

・地下水位の異常な低下、地盤の沈下などが起こった場合、採取する地下水の水量の制限その他

の地下水の保全上必要な措置を講ずべきことを命ずることが可能（条例第 16 条） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入検査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 17 条 1 項） 

・揚水機の吐出口の断面積が５０平方センチメートルを超える揚水設備を設置する者は、地下水の

涵養に関する計画や地下水採取量の定期報告を作成し、知事に提出しなければならない。（条例

第 18 条、第 19 条 2 項） 

【水源地域】（条例第 3 章） 

・土地所有者等は、水源地域内の土地について所有権等の移転等の契約締結の 30 日前に知事

への届出が必要（条例第２２条） 

・届出者に対し、当該土地及びその周辺の土地の水源涵養機能の維持及び増進を図るために必

要な助言が可能（条例第 24 条） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 26 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出の対象となる水源地域の土地の規定は以下の通り。 

木竹が集団して生育している土地又は木竹が集団的な生育に供される土地で、その地目が山林、

原野、保安林、田又は畑であるものとする。ただし農地は除く。（規則第 2 条） 



・契約の対象となる契約の種類は以下の通り。（規則第 14 条 第 11 号様式） 

所有権、地上権、地役権、賃貸権、使用貸借による権利 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・揚水設備の設置の届出者に対して、地下水の利用に支障を及ぼすおそれがある場合は、届出受

理日から３０日以内に限り、当該届出に係る事項の変更を勧告可能。（条例第 9 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告内容を公

表することが可能。（条例第９条２項、３項） 

・揚水設備の設置の届出が受理された日から３０日を経過した後でなければ、当該届出に係る揚水

設備を設置不可（条例第 10 条） 

・地下水の保全のため特に必要がある場合、届出者に対して、地下水の採取の停止、必要な措置

等を勧告可能（条例第 15 条） 

・地下水位の異常な低下、地盤の沈下その他の障害の発生により地下水の保全を図るため緊急の

必要があると認めるときは、揚水設備を設置する者の全部又は一部に対し、期間又は期限を定め

て、当該揚水設備を用いた地下水の採取の停止等必要な措置をとることが可能（条例第 16 条） 

・条例第 18 条で規定の計画を提出しないもの、または計画の変更届けをしないものは勧告可能。

（条例第 18 条 4 項） 

・緊急時の措置の命令（第 16 条）に違反した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金（条例

第 29 条） 

・条例第 8 条 1 項の届出をしないまたは虚偽の届出をした場合２０万円以下の罰金（条例第 30 条） 

・条例第 17 条 1 項、及び第 19 条 2 項に規定の報告をせず、あるいは虚偽の報告をし、また検査

を拒否した場合は、１０万円以下の罰金。（条例第 31 条） 

⑤その他 

・知事は、市町村が制定した条例による施策の実施等により、この条例の目的の全部又は一部を達

成することができると認めるときは、当該市町村の区域において、この条例の全部又は一部の規定

を適用しないこととすることができる。（条例第 27 条） 

 

（７）茨城県 

条例の名称 茨城県水源地域保全条例 

施行日 H24.10.3 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・水源地域の土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転等の契約締結の 30 日前に知事への

届出が必要（条例第９条） 

・届出者に対して報告を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への質問を

させることが可能（条例第 11 条） 

・届出者に対し、その土地の利用について、当該土地を含む周辺の水源地域の保全を図るために

必要な助言が可能（条例第 12 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第７条） 

法人の場合にあっては、合併契約及び分割契約 

(１) 贈与に係る事項 (２) 売買に係る事項 (３) 交換に係る事項 (４) 地上権の設定に係る事項 

(５） 永小作権の設定に係る事項 (６) 地役権の設定に係る事項 (７) 使用貸借に係る事項 

(８) 賃貸借に係る事項 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告の未提出あるいは虚偽の報告

の提出、立入調査の拒否、虚偽の答弁等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 13 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告の内容を

公表することが可能。（条例第 14 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 15 条） 



（８）群馬県 

条例の名称 群馬県水源地域保全条例 

施行日 H24.6.26 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・水源地域内土地所有者等は、当該土地売買等の契約を締結日の 30 日前までに知事への届出

が必要。（条例第 12 条） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 14 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要な土地は以下の通り。 

水源地域内の森林のうち森林法第五条第一項の規定によりたてられた地域森林計画の対象となっ

ている民有林の土地（条例第 12 条） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第 7 条） 

(1)贈与契約 (2)売買契約 (3)交換契約 (4)地上権を設定し、又は移転する契約 

(5)地役権を設定する契約 (6)使用貸借による権利を設定し、又は移転する契約 

(7)賃借権を設定し、又は移転する契約 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告の未提出あるいは虚偽の報告

の提出、立入調査の拒否、虚偽の答弁等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 15 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、勧告内容を公表するこ

とが可能。（条例第 16 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 17 条） 

 
（９）埼玉県 

条例の名称 埼玉県水源地域保全条例 

施行日 H24.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転又は設定をする契約の締結日の 30 日前までに知

事への届出が必要。（条例第７条） 

・届出者に対して報告を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への質問を

させることが可能（条例第９条） 

・届出者に対し、その土地の利用について、当該土地を含む周辺の水源地域の保全を図るために

必要な助言が可能。（条例第 10 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出対象の土地は以下の通り（規則第 1 条） 

木竹が集団して生育している土地又は木竹の集団的な生育に供される土地で、その地目が山林、

原野又は保安林であるもの 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第５条） 

（１）贈与契約 （２）売買契約 （３）交換契約 （４）地上権の設定契約 

（５）地役権の設定契約 （６）使用貸借契約 （７）賃貸借契約 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告の未提出あるいは虚偽の報告

の提出、立入調査の拒否、虚偽の答弁等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 11 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上,その旨及び勧告の内容を公

表することが可能。（条例第 12 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 13 条） 



（１０）富山県 

条例の名称 富山県水源地域保全条例 

施行日 H25.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地に関する権利を有している者は、当該土地の所有権等を移転し、又は設定する契約締結の

6 週間前までに知事への届出が必要（条例第 14 条） 

・届出のあった土地利用について届出者に対し必要な指導または助言が可能（条例第 15 条 3 項） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 16 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・所有権 、地上権、地役権、使用貸借による権利、賃借権、その他の権利の移転（贈与、売買、交

換） あるいは権利の設定（規則第 7 条 様式第 1 号） 

・水源地域の指定（条例第 12 条） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、指導に従わなかった場合、必要な報告・資

料の未提出あるいは虚偽の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧

告が可能（条例第 17 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告の内容を

公表することが可能。（条例第 18 条） 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、5 万円以下の過料（条例第 20 条） 

 
（１１）石川県 

条例の名称 水資源の供給源としての森林の保全に関する条例 

施行日 H25.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地所有権等の移転又は設定をする契約締結の 30 日前に知事への届

出が必要（条例第 7 条） 

・知事は、届出内容について当該土地が所在する市町村の長に通知（条例第 8 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第 9 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な助言が可能（条

例第 10 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 
当該土地所有権等の移転又は設定をする契約（予約を含む）（条例第 7 条） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 11 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨公表することが可

能。（条例第 12 条） 

・事前届出や変更届出をしない、又は虚偽の届出をした者は、五万円以下の過料（条例第 13 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 14 条） 

 
 
 



（１２）福井県 

条例の名称 福井県水源涵養地域保全条例 

施行日 H25.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、土地売買等の契約締結の 30 日前までに知事に届出が必要（条例第 11 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な助言が可能（条

例第 14 条） 

・水源涵養地域にて小規模林地開発行為を行おうとするものは、あらかじめ知事に届出が必要（条

例第 15 条）で、かつ開発行為の制限あり（条例第 17 条） 

・届出開発者は届出に係る変更、事業の譲渡・相続・合併も届出（地位の承継は 30 日以内）必要。

（条例第 18 条、条例第 19 条） 

・開発行為の休止、廃止、完了も 10 日以内に届出が必要。（条例第 20 条） 

・特定揚水設備により地下水を摂取しようとするものは、影響調査を実施し(条例第 24 条）、その計

画の届出を実施の 30 日前までに提出必要（条例第 25 条） 

・水源涵養地域内において特定揚水設備により地下水を採取しようとする者は、採取計画を知事に

届出必要（条例第 26 条） 

・届出採取者は、地下水の採取量等の報告が必要（条例第 32 条） 

・土地所有者等の土地売買契約の届出に関して報告・資料を求めることができるとともに、職員に

土地への立入調査・関係者への質問をさせることが可能（条例第 36 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要な契約は、水源涵養地域内の土地に係る所有権等の移転または設定をする契約のう

ち次に掲げる場合における契約でないものとする。（気息第 4 条に 9 項目にわたり記載。） 

一 民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）による調停に基づく場合 など 9 項目 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・小規模林地開発関連の届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、開発行為の制限を

違反した場合、届出者への勧告が可能（条例第 21 条） 

・勧告を受けた者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、当該勧告に係

る措置をとるべきことを命ずることが可能（条例第 22 条） 

・地下水採取計画、変更、地位の承継の届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合、届出

者への勧告が可能（条例第 33 条） 

・勧告を受けた者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、当該勧告に係

る措置をとるべきことを命ずることが可能（条例第 34 条） 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告の未提出あるいは虚偽の報告

の提出、立入調査の拒否、虚偽の答弁、命令に従わない等が合った場合、当該公表内容の関係

者からの意見聴取の上、その旨公表が可能（条例第 37 条） 

・命令に従わない場合、要求された資料提出・報告の未実施や虚偽の資料提出・報告、立入調査

の拒否等があった場合は、五万円以下の過料（条例第 40 条） 

・土地売買等の契約届出がない、あるいは虚偽の届出があった場合、小規模林地開発区域に標識

を掲げなかった場合、開発行為の休止、廃止、完了の届出がない、あるいは虚偽の届出があった

場合は、三万円以下の過料（条例第 41 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 38 条） 

 
 
 
 



（１３）岐阜県 

条例の名称 岐阜県水源地域保全条例 

施行日 H25.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転又は設定の契約締結の 30 日前に知事への届出

が必要（条例第 15 条） 

・届出のあった土地利用について届出者に対し必要な指導または助言が可能（条例第 16 条 2 項） 

・届出者は契約日までの間に変更があった場合も、知事に変更内容を届出必要。（条例第 17 条） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 18 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第５条） 

(1) 売買 (2) 贈与 (3) 交換 (4) 地上権を設定し、又は移転する契約 

(5) 地役権を設定する契約 (6) 使用貸借による権利を設定し、又は移転 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 19 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、勧告内容を公表するこ

とが可能（条例第 20 条） 

・届出（変更含む）をしていないあるいは虚偽の届け出をした者、要求された資料提出・報告の未実

施や虚偽の資料提出・報告、立入調査の拒否等があった場合は届出者に対して５万円以下の過

料（条例第 23 条） 

 

（１４）三重県 

条例の名称 三重県水源地域の保全に関する条例 

施行日 H27.7.10 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転等をする契約締結の 30 日前に知事への届出が

必要（条例第 12 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第 14 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な助言が可能（条

例第 15 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第８条） 

(１) 売買契約 (２) 贈与契約 (３) 交換契約 (４) 地上権を設定し、また移転する契約 

(５) 地役権を設定する契約  (６) 使用貸借による権利を設定し、また移転する契約 

(７) 賃貸権を設置し、また移転する契約 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 16 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨及び勧告内容

を公表することが可能（条例第 17 条） 

・届出をしていないあるいは虚偽の届出をした者、要求された資料提出・報告の未実施や虚偽の資

料提出・報告、立入調査拒否等があった場合は届出者に対して５万円以下の過料（条例第 19 条） 

 
 
 



（１５）滋賀県 

条例の名称 滋賀県水源森林地域保全条例 

施行日 H27.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転又は設定の契約締結の 30 日前に知事への届出

が必要（条例第 7 条） 

・届出者への必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可能（条例第９条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源の涵養機能の維持に必要な指導または助言

が可能（条例第 10 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第８条） 

(１) 贈与契約 (２) 売買契約 (３) 交換契約 (４) 地上権に関する契約 

(５) 地役権に関する契約 (６) 使用貸借契約 (７) 賃貸借契約 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 11 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、勧告内容を公表するこ

とが可能（条例第 12 条） 

・届出をしていないあるいは虚偽の届出をした者、要求された資料提出・報告の未実施や虚偽の資

料提出・報告、立入調査の拒否等があった場合は届出者に対して５万円以下の過料（第 13 条） 

 
（１６）徳島県 

条例の名称 徳島県豊かな森林を守る条例 

施行日 H26.4.1 

①取得の直接的又は間接

的な抑制の条文の有無 
有 

②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・森林所有者等は、森林管理重点地域内において森林の土地の所有権等の移転又は設定をする

契約締結日の 90 日前までに知事への届出が必要（条例第 18 条） 

・森林所有者等は、森林管理重点地域内において森林の土地売買の契約を希望している場合に

は、知事への届出が可能（条例第 19 条） 

・ある法人が森林所有者等の総株主あるいは議決権の過半数の有することになった場合、30 日以

内に知事に届出が必要（条例第 20 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源地域の保全機能の維持増進に必要な助言

が可能（条例第 22 条） 

・第 1 種森林管理重点地域内において、水資源を摂取する設備の設置を行おうとするものは、開発

行為等開始の 30 日前までに知事に届出が必要（条例第 24 条） 

・届出開発者は届出に係る事業の譲渡・相続・合併について、30 日以内に知事に届出が必要（条

例第 26 条） 

・届出開発者に水源地域の保全機能の維持増進に必要な指導が可能（条例第 27 条） 

・届出者及び届出開発に対し、必要な報告・資料の提出の要求や、当該土地への立入調査が可

能（条例第 28 条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・対象となる森林管理重点地域の規定は「指定」の項目参照。（条例第 14 条） 

・届出が必要となる契約の種類は以下のとおり（規則第 5 条） 

一 贈与契約 二 売買契約 三 交換契約 四 地上権を設定し、又は移転する契約 

五 地役権を設定する契約 六 賃借権を設定し、又は移転する契約 

七 使用貸借による権利を設定し、又は移転する契約 



④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出、開発届出、地位の承継届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、指導に従わ

ない、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った

場合、届出者への勧告が可能（条例第 29 条） 

・更に勧告に従わない場合、従うべきよう命令することが可能（条例第 30 条） 

・勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、その旨を公表することが可

能（条例第 31 条） 

・開発中止命令に違反した場合、50 万円以下の罰金（条例第 34 条） 

・命令に違反した場合、30 万円以下の罰金（条例第 35 条） 

・開発届出がないあるいは虚偽の届け出があった場合や必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽

の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、20 万円以下の罰金（条例第 36 条） 

・土地契約の届出がない、あるいは虚偽の届出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるい

は虚偽の報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、5万円以下の罰金（条例第36条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例の全部または一部を達成できると

認めた場合、この条例（当該目的に係る部分に限る）は適用しない。(条例第 32 条） 
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②①がある場合の具体的

な抑制方法 

・土地所有者等は、当該土地所有権等の移転又は設定をする契約締結日の 6 週間前までに知事

への届出が必要（条例第 10 条） 

・届出者に対して報告・資料を求めることができるとともに、職員に土地への立入調査・関係者への

質問をさせることが可能（条例第 12 条） 

・届出のあった土地利用について、届出者に対し水源地域の保全に必要な助言が可能（条例第 13

条） 

③②の対象（手続対象者・

対象となる土地・対象となる

契約の範囲等） 

・届出の対象となる土地は以下の通り。 

木竹が集団して生育している土地又は木竹が集団的な生育に供される土地で、その地目が山林、

原野、保安林、田又は畑であるものとする。ただし農地は除く。（規則第 2 条） 

・届出の対象となる契約は以下の通り。 

所有権 、地上権、地役権、使用貸借による権利、賃借権、その他の権利の移転（贈与、売買、交

換、その他） あるいは権利の設定（規則第 8 条 様式第 1 号） 

④条例の実効性を担保す

るための行政措置の概要

(責務・助言・勧告・過料等) 

・届出がない、あるいは虚偽の届け出があった場合や、必要な報告・資料の未提出あるいは虚偽の

報告や資料の提出、立入調査の拒否等が合った場合、届出者への勧告が可能（条例第 14 条） 

・更に勧告に従わない場合、当該公表内容の関係者からの意見聴取の上、勧告内容を公表するこ

とが可能（条例第 15 条） 

⑤その他 
・水源地域を有する市町村が制定した条例の内容が、この条例と同等以上の効果が期待できる場

合、この条例は適用しない。(条例第 17 条） 

 




